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路線名 区 間
前
後
別

変

更

敷 地 の

幅員（m）延長（m）

新潟鳥屋
野線１号

新潟市川端町四丁目２３
番１８地先から 前 １４．０ ３．２

新潟市川端町四丁目２３
番１８地先まで 後 ２１．５ ３．２

八 千 代
幸 西 線

新潟市八千代二丁目２７６
番１地先から 前 ７．０ ８．２

新潟市八千代二丁目２７６
番１地先まで 後 ２０．０

～３３．４ ８．２

南 ２ －
６ 号 線

新潟市八千代二丁目２８１
番地先から 前 １０．９

～１４．７ ８５．３

新潟市八千代二丁目２８０
番１地先まで 後 １４．４

～１６．０ ８５．３

路 線 名 区 間 供用開始
年 月 日

新潟鳥屋野
線 １ 号

新潟市川端町四丁目２３番１８地先から
新潟市川端町四丁目２３番１８地先まで

平成１６年
５月１日

八 千 代
幸 西 線

新潟市八千代二丁目２７６番１地先から
新潟市八千代二丁目２７６番１地先まで

南 ２ －
６ 号 線

新潟市八千代二丁目２８１番地先から
新潟市八千代二丁目２８０番１地先まで

市 場 名 住 所 氏 名

本 町 上 市 場 新潟市
紫竹３丁目１１番１３号

三島 ミツ

本町下（１２）市場 白根市
鷲ノ木新田５４５０番地

本町１２市場
組合 組合長
山田ミサヲ

本町下（１３）市場 新潟市
本町通１３番町３０３４番地

本町１３市場
組合 組合長
熊谷 良浩

山 の 下 市 場 新潟市山の下町４番８号 永塚 セイ

松 浜 市 場 新潟市松浜本町４丁目
１０番１５号

村山 作治

大 野 町 市 場 新潟市大野町２９１２番地 谷井 輝雄

収納事務

受託区域

委 託 者

住 所 氏 名

大 形 本 町
中 央 大形本町６丁目１８番２６号 武田 信章

本 村 二 区 松浜本町１丁目１４番２２号 中村 希吉

収納事務

受託区域

解 除 者

住 所 氏 名

逢谷内第三 逢谷内６丁目７番３号 小出 芳雄

古 川 町 古川町８番１７号 江村 孝一

入 舟 区 松浜３丁目８番地１８ 羽田 文松

山木戸十二 山木戸８丁目４番３３号 桶井 憲六

大 形 本 町
中 央 大形本町５丁目９番２０号 橘 春治

本 村 二 区 松浜本町１丁目１６番１５号 池田 喜由

告 示

新潟市告示第１６０号

市道区域の変更について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に

基づき，市道区域を次のように変更する。

なお，関係図面は告示の日から２週間新潟市都市整備

局土木部土木総務課において，一般の縦覧に供する。

平成１６年５月１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第１６１号

市道路線の供用開始について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に

基づき，次の市道路線の供用を開始する。

なお，関係図面は告示の日から２週間新潟市都市整備

局土木部土木総務課において，一般の縦覧に供する。

平成１６年５月１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第１６２号

露店市場出店料収納事務委託契約について

露店市場出店料収納事務委託契約について，平成１６年

４月１日付けで次のとおり契約を締結したので，地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第２項に基づ

き告示します。

平成１６年５月６日

新 潟 市 長 篠 田 昭

露店市場出店料収納事務委託者

新潟市告示第１６３号

一般廃棄物処理手数料収納事務委託契約の締結

及び解除について

一般廃棄物処理手数料収納事務委託者が平成１６年４月

１日付けで，次のとおり委託及び解除になったので地方

自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第２項に基

づき告示します。

平成１６年５月６日

新 潟 市 長 篠 田 昭

一般廃棄物処理手数料収納事務委託者

一般廃棄物処理手数料収納事務委託解除者
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新潟市告示第１６４号

国際親善名誉市民の称号の贈呈について

国際親善名誉市民の称号の贈呈について，新潟市国際

親善名誉市民条例第２条の規定により，下記の者に本市

の国際親善名誉市民の称号を贈ったので，同条例第４条

の規定により告示する。

平成１６年５月７日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 称号を受ける者

S．V．ブーチン 在新潟ロシア連邦総領事館副領事

２ 称号を受ける者の国籍

ロシア連邦

３ 贈呈期日及び場所

平成１６年５月７日 新潟市

４ 業績

新潟市とロシア連邦との交流発展並びに新潟市の

国際親善に大きく寄与したこと。

新潟市告示第１６５号

住民票の職権消除について

住民基本台帳法第８条および同法施行令第１２条第４項

の規定に基づき告示します。

平成１６年５月１０日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 職権消除日

平成１６年４月２０日

２ 職権消除者の住所・氏名

（住所）新潟市太夫新田１丁目２９番１６号

（氏名）三井田 政 隆

新潟市告示第１６６号

地縁による団体の認可に係る告示

地方自治法第２６０条の２第１項の規定により，地縁によ

る団体を次のとおり認可したので，同条第１０項の規定に

基づき告示する。

平成１６年 ５月１３日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 名 称 幸栄三丁目自治会

２ 規約に定める目的 地域的な共同活動を行うことに

より，良好な地域社会の維持及

び形成に資すること。

３ 区 域 新潟市幸栄三丁目のうち６番，

７番１号から１２号まで，１６号か

ら１９号まで及び８番を除く区域

４ 事 務 所 新潟市幸栄三丁目１１番１３号

５ 代表者の氏名及び住所 （省 略）

（省 略）

６ 裁判所による代表者の
職務執行の停止の有無

なし

裁判所による代表者の
職務代行者の選任の有無

なし

７ 代 理 人 の 有 無 なし

８ 規約に定める解散の事由

地方自治法第２６０条の２第１５項で準用する民法第６８条

第１項第３号及び第４号並びに第２項に規定する事由。

（総会の議決に基づく場合は，総会員の４分の３以上の

承諾が必要）

９ 認 可 年 月 日 平成１６年５月７日

新潟市告示第１６７号

認可地縁団体の告示変更

地方自治法第２６０条の２第１１項の規定により届け出が

あったので，同条第１０項の規定に基づき告示する。

平成１６年５月１３日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 名 称 小新大通団地自治会

２ 変 更 事 項 代表者の氏名 （省 略）

及び住所 （省 略）

３ 変更の年月日 平成１６年４月１８日

４ 変更の理由 総会の議決による代表者の変更

新潟市告示第１６８号

住民票の職権消除について

住民基本台帳法第８条および同法施行令第１２条第４項

の規定に基づき告示します。

平成１６年５月１３日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 職権消除日

平成１６年５月７日

２ 職権消除者の住所・氏名

（住所）新潟市東中野山７丁目４番１１号

（氏名）峯 本 武 治

新潟市告示第１６９号

放置自転車等の撤去，保管について

新潟市自転車等放置防止条例第９条第２項の規定によ

り，放置自転車等を下記のとおり撤去し，保管したので

同条例第１１条第１項の規定により告示する。

平成１６年５月１３日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 放 置 場 所 新潟駅万代口周辺

２ 撤 去 台 数 自転車 １９１台

３ 撤 去 年 月 日 平成１６年４月１日から

平成１６年４月３０日まで

４ 保管返還場所 自転車等保管所
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H１４年度登録件数 新規登録件数 抹消件数 変更件数 H１５年度登録件数

９４９件
３件 １７件 １件

９３５件
（＋３） （－１７） （±０）

実施機関

個人情報開示請求 個

人

情

報

訂
正
請
求
件
数

個
人
情
報
取
扱

是
正
申
出
件
数

請
求
件
数

全
部
開
示

一

部

不
開
示

全

部

不
開
示

検
討
中

請

求

取
下
げ

市 長 ６９ ３８ １０ ２１ ０ ０ ０ １

教育委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

選挙管理委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

公平委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

監査委員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

農業委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

固定資産評価
審査委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

水道局長 １０ １０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

議 会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

合 計 ７９ ４８ １０ ２１ ０ ０ ０ １

個人情報開示請求 個人情報訂正請求

不
服
申
立
て

件

数

審

査

会

諮
問
件
数

審

査

会

答
申
件
数

申
立
て
に
対
す
る

決
定
件
数

不
服
申
立
て

件

数

審

査

会

諮
問
件
数

審

査

会

答
申
件
数

申
立
て
に
対
す
る

決
定
件
数

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

（新潟市花園２丁目５４番地先）

５ 保 管 期 間 平成１６年５月１４日から

平成１６年１１月１３日まで

６ 返還日及び時間 月曜日から金曜日（ただし，国民

の祝日に関する法律に規定する休

日及び１２月２９日から翌年の１月３

日までの日は除く。）

午前９時から午後５時まで

７ 返還に必要なもの

! 運転免許証，健康保険証その他身分を証明できる

もの

" 自転車等の鍵又は保証書その他返還を受けようと

する自転車等の利用者等であることを証明できるも

の

# 印鑑

$ 撤去保管に要する費用

自転車 １，０００円

なお，この告示にかかる自転車等で，上記保管期間経

過後においても利用者等の引取がないものは，新潟市自

転車等放置防止条例第１１条第２項の規定に基づき，本市

において処分する。

新潟市告示第１７０号

新潟市個人情報保護条例第３０条による個人情報

保護制度の実施状況について

新潟市個人情報保護条例（平成１３年新潟市条例第４

号）第３０条の規定により，平成１５年度の個人情報保護制

度の実施状況を次のように公表する。

平成１６年５月１９日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 個人情報登録対象事務の件数（平成１５年度末時点）

：９３５件

２ 個人情報の開示及び訂正請求並びに取扱是正申出の

処理状況

! 請求及び申出の件数

① 個人情報開示請求 ７９件

（請求書６９件，口頭１０件）

② 個人情報訂正請求 ０件

③ 個人情報取扱是正申出 １件

" 処理件数及び実施機関別内訳

３ 不服申立ての状況

新潟市告示第１７１号

新潟市議会臨時会の招集について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１０１条第１項の規

定に基づき，平成１６年５月新潟市議会臨時会を次のとお

り招集するので，同条第２項の規定により告示する。

また，同法第１０２条第４項の規定により付議すべき事件

についても，あわせて告示する。

平成１６年５月１９日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 招集の日時 平成１６年５月２６日（水）

午後１時３０分

２ 招集の場所 新潟市議会議場

３ 付議すべき事件 別紙のとおり

［別紙（新潟市告示第１７１号関係）］

３ 付議すべき事件

議案第５２号 契約の締結について

議案第５３号 契約の締結について

永年議員の顕彰

常任委員の選任

議会運営委員の選任
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名 称 所在地
担当すべき
医療の種類

指定年月日 告示事項

つけふね薬局 新潟市附船町１
－４４２０－３

薬 局 Ｈ１６．５．１新規指定

女池薬局 新潟市女池４－
１９－９

薬 局 Ｈ１６．５．１新規指定

名 称 開 設 者 所 在 地 辞退年月日

新潟臨港
総合病院

医療法人
新潟臨港保健会

新潟市桃山町１
丁目１１４番地１

平成１６年
４月１８日

にいがた
調剤薬局桃山

株式会社ダイチク 新潟市桃山町１
丁目１１０番９

平成１６年
４月１８日

名 称 開 設 者 所 在 地 指定年月日

ふるまち
調剤薬局

八 木 隆 新潟市東堀通１１
番町１７５１ リバ
ティプラザ東堀Ⅰ

平成１６年
４月１２日

新潟市告示第１７２号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第１７３号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第１７４号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第１７５号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第１７６号

更生医療担当医療機関の指定等について

身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１９条の２

の規定による医療機関について次のとおり指定した。

平成１６年５月２１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第１７７号

放置自転車等の撤去，保管について

新潟市自転車等駐車場条例第１２条第１項の規定によ

り，放置自転車等を下記のとおり撤去し，保管したので，

同条第１２条第２項の規定により告示する。

平成１６年５月２４日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 放 置 場 所 白山駅前，関屋駅前，青山駅前，

小針駅前第１，小針駅前第２，小針駅

前第３，寺尾駅前第１，寺尾駅前第２，

寺尾駅北口，新潟大学駅前第１，新

潟大学駅前第２，新潟大学前駅第３，

内野駅前，内野駅前第１，内野駅前

第２，内野駅前第３，越後赤塚駅前第

１，越後赤塚駅前第２自転車駐車場

２ 撤 去 台 数 自転車 １１１５台

原動機付自転車 ３台

３ 撤 去 年 月 日 平成１６年４月２１日から

平成１６年４月２３日

４ 保管返還場所 新田清掃センター

５ 保 管 期 間 平成１６年５月２５日から

平成１６年１１月２４日まで

６ 返還日及び時間 平成１６年７月２日から

平成１６年７月３日の２日間

午前９時００分から正午

午後１時００分から午後４時００分

７ 返還に必要なもの

! 運転免許書，健康保険証その他身分を証明できる

もの

" 自転車等の鍵又は保証書その他返還を受けようと

する自転車等の利用者であることを証明できるも

の。

# 印鑑

$ 撤去保管に要する費用

自転車 １，０００円 原動機付自転車 １，５００円

なお，この告示にかかる自転車等で，上記保管期間経

過後においても利用者等の引取りがないものは，新潟市

自転車等駐車場条例第１２条第３項の規定に基づき，本市

において処分する。

新潟市告示第１７８号

結核予防法による医療機関の辞退について

結核予防法第３６条第４項の規定に基づき，下記の医療

機関は，その指定を辞退したので結核予防法施行令第２

条の６により告示する。

平成１６年５月２５日

新 潟 市 長 篠 田 昭

記

新潟市告示第１７９号

結核予防法による医療機関の指定について

結核予防法第３６条第１項の規定に基づき，下記のとお

り指定したので結核予防法施行令第２条の６により告示

する。

平成１６年５月２５日

新 潟 市 長 篠 田 昭

記

平成１６年６月１５日 第７３６号 5新 潟 市 公 報



にいがた
調剤薬局桃山

株式会社ダイチク 新潟市桃山町２
丁目１２６番４

平成１６年
４月１９日

全快堂薬局
臨港店

有限会社全快堂薬局 新潟市桃山町２
丁目１２６番地６

平成１６年
４月１９日

新潟臨港
病院

医療法人
新潟臨港保健会

新潟市桃山町１
丁目１１４番地３

平成１６年
４月１９日

江南
調剤薬局

猪 股 邦 彦 新潟市江南６丁
目１番地２９

平成１６年
４月２８日

新潟大手
薬局本店

有限会社
新潟大手薬局

新潟市本町通６
番町１１０３番地

平成１６年
４月３０日

わかばやし内科
クリニック

若 林 昌 哉 新潟市米山５丁
目９番１３号

平成１６年
４月３０日

ファーマ・
ステーション
明和薬局

有限会社
ライフプランニング

新潟市寺尾東１
丁目１８番２２号

平成１６年
５月１３日

名 称 所 在 地 指定年月日

に い が た
調 剤 薬 局 桃 山

新潟市桃山２丁目１２
６－４

平成１６年
４月１９日

ふるまち調剤薬局
新潟市東堀通１１番町１７５１番地
リバティプラザ東掘りⅠ１F

平成１６年
４月１２日

新 潟 臨 港 病 院
（ 歯 科 ）

新潟市桃山町１丁目
１１４番地３

平成１６年
４月１９日

新潟市告示第１８０号

新潟市貯水槽給水施設の衛生管理指導要綱の一

部を改正する要綱の制定について

新潟市貯水槽給水施設の衛生管理指導要綱の一部を改

正する要綱を制定したので告示する。

平成１６年５月２７日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市貯水槽給水施設の衛生管理指導要綱の一

部を改正する要綱

新潟市貯水槽給水施設の衛生管理指導要綱（平成１５年

新潟市告示第８１号）の一部を次のように改正する。

別表第２第２項第３号中「第１２条の２第５項」を「第

１２条の２第１項第５号」に改め，同表第３項第１号を次

のように改める。

! 前項第４号に規定する水質検査は，水質基準に関

する省令（平成１５年厚生労働省第１０１号）で定める項

目のうち，一般細菌，大腸菌，硝酸態窒素及び亜硝

酸態窒素，鉄及びその化合物，塩化物イオン，有機

物（全有機炭素（TOC）の量），pH値，味，臭気，

色度並びに濁度の計１１項目とする。ただし，建築物

における衛生的環境の確保に関する法律第２条で規

定する特定建築物にあっては，建築物における衛生

的環境の確保に関する法律施行規則（昭和４６年厚生

省令第２号）及び関連通知で定める項目とする。

別表第２第３項第２号中「平成５年環衛第７０７号通知」

を「水質基準に関する省令」に，「全項目検査」を「全項

目の検査」に改め，同表第４項中「中央管理方式の空気

調和設備等の維持管理及び清掃等に係る技術上の基準

（昭和５７年厚生省告示第１９４号）」を「空気調和設備等の

維持管理及び清掃等に係る技術上の基準（平成１５年厚生

労働省告示第１１９号）」に改める。

附 則

この要綱は，平成１６年６月１日から施行する。

新潟市告示第１８１号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第１８２号

地縁による団体の認可に係る告示

地方自治法第２６０条の２第１項の規定により，地縁によ

る団体を次のとおり認可したので，同条第１０項の規定に

基づき告示する。

平成１６年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 名 称 太平第四自治会

２ 規約に定める目的 地域的な共同活動を行うことに

より，良好な地域社会の維持及

び形成に資すること。

３ 区 域 新潟市太平四丁目の全域

４ 事 務 所 新潟市太平四丁目３番地１

５ 代表者の氏名及び住所 （省 略）

（省 略）

６ 裁判所による代表者の
職務執行の停止の有無

なし

裁判所による代表者の
職務代行者の選任の有無

なし

７ 代 理 人 の 有 無 なし

８ 規約に定める解散の事由

地方自治法第２６０条の２第１５項で準用する民法第６８条

第１項第３号及び第４号並びに第２項に規定する事由。

（総会の議決に基づく場合は，総会員の４分の３以上の

承諾が必要）

９ 認 可 年 月 日 平成１６年５月２６日

新潟市告示第１８３号

生活保護法による医療機関の指定申請について

（告示）

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条（第５５条に

おいて準用する同法第４９条）の規定により，指定医療機

関等を指定し次のとおり告示する。

平成１６年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭
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新 潟 臨 港 病 院
新潟市桃山町１丁目
１１４番地３

平成１６年
４月１９日

ファーマ・ステーション
明 和 薬 局

新潟市寺尾東１丁目
１８番２２号

平成１６年
５月１日

内 科 消 化 器 科
は た ク リ ニ ッ ク

新潟市長潟２丁目３
番１号

平成１６年
５月２６日

名 称 所 在 地 廃止年月日

に い が た
調 剤 薬 局 桃 山

新潟市桃山町１丁目
１１０番９

平成１６年
４月１８日

大 津 医 院
新潟市米山３丁目２０
－７

平成１０年
７月１日

ふるまち調剤薬局
新潟市古町通１０番町
１７１２番地

平成１６年
４月１２日

事業所の名称 所 在 地
指定した居宅
サービスの種類

指 定
年月日

新 潟 臨 港 病 院 新潟市桃山町１丁
目１１４番地３

居宅介護支援 平成１６年
４月１日

小新デイサービセン
ター通所介護事業所

新潟市小新４丁目
８番５２号

通所介護 平成１６年
５月１日

新潟勤労者医療協会
ケアプランひだまり

新潟市附船町１丁
目４４１７番地１７号

居宅介護支援 平成１６年
４月１日

新 潟 臨 港 病 院 新潟市桃山町１丁
目１１４番地３

介護療養型
医療施設

平成１６年
４月１９日

事業所の名称 所 在 地
居宅サービス
の種類

廃 止
年月日

新潟勤労者医療協会
ケアプランひだまり

新潟市附船町１丁
目４４１７番地１７号

訪問看護 平成１６年
３月３１日

新潟臨港総合病院 新潟市桃山町１丁
目１１４番地１

居宅療養管理
指導

平成１６年
４月１８日

在 宅 介 護 支 援
センター臨港病院

新潟市桃山町１丁
目１１４番地１

居宅介護支援 平成１６年
３月３１日

新潟市告示第１８４号

生活保護法による医療機関の廃止届について

（告示）

生活保護法施行規則（昭和２５年厚生省令第２１号）第１４

条第１項の規定により，指定医療機関等から廃止した旨

の届出があったことを次のとおり告示する。

平成１６年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第１８５号

生活保護法による医療機関の変更について（告

示）

生活保護法施行規則（昭和２５年厚生省令第２１号）第１４

条第１項の規定により，医療機関等から変更した旨の届

出があったので，次のとおり告示する。

平成１５年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 指定医療機関の名称及び所在地

臨港訪問看護ステーション

新潟市桃山町１丁目１１４番地１

２ 変更事項

旧 新潟市桃山町１丁目１１４番地１

臨港訪問看護ステーション

新 新潟市桃山町１丁目１１４番地３

臨港訪問看護ステーション

３ 変更年月日

平成１６年５月３１日

新潟市告示第１８６号

生活保護法による介護機関の指定申請について

（告示）

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項

の規定により，指定介護機関を指定し，次のとおり告示

する。

平成１６年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第１８７号

生活保護法による介護機関の廃止届について

（告示）

生活保護法施行規則（昭和２５年厚生省令第２１号）第１４

条第１項の規定により，指定介護機関等から廃止した旨

の届出があったことを次のとおり告示する。

平成１６年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第１８８号

生活保護法による介護機関の変更について（告

示）

生活保護法施行規則（昭和２５年厚生省令第２１号）第１４

条第１項の規定により，介護機関等から変更した旨の届

出があったので，次のとおり告示する。

平成１６年５月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 指定医療機関の名称及び所在地

臨港訪問看護ステーション

新潟市桃山町１丁目１１４番地１

２ 変更事項

旧 新潟市桃山町１丁目１１４番地１

臨港訪問看護ステーション

新 新潟市桃山町１丁目１１４番地３

臨港訪問看護ステーション

３ 変更年月日

平成１６年４月１９日
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新潟テルサ 〃 鐘木１８５番地１８ ホール
大会議室
中会議室
特別会議室

３，２４１．００
２２６．００
１６０．００
１５８．００

選挙管理委員会訓令

公職選挙法等執行規程の一部を改正する規程を次のよ

うに定める。

平成１６年５月１２日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

新潟市選挙管理委員会訓令第１号

公職選挙法等執行規程の一部を改正する規程

公職選挙法等執行規程（昭和５３年新潟市選挙管理委員

会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

別表第１に次のように加える。

附 則

この規程は，平成１６年６月１日から施行する。

選挙管理委員会告示

新潟市選挙管理委員会告示第２号

在外選挙人名簿からの抹消について

国内の市町村において住民票が新たに作成された日後

４か月を経過した者を，在外選挙人名簿から抹消した。

平成１６年５月１３日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

１ 抹消した者の数 ３人

（男 １人 女 ２人）

根拠法令 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３０条

の１１

新潟市選挙管理委員会告示第３号

選挙人名簿（定時登録）の縦覧について

平成１６年６月２日付けで選挙人名簿に登録する者の氏

名，住所及び生年月日を記載した書面を次のとおり縦覧

に供する。

平成１６年５月２６日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

１ 縦覧の期間 平成１６年６月３日から

平成１６年６月７日まで

２ 縦覧の場所 新潟市役所本館１階警備室

根拠法令 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第２３条

第１項

新潟市選挙管理委員会告示第４号

在外選挙人名簿（定時登録）の縦覧について

平成１６年６月２日までに在外選挙人名簿に登録した者

の氏名，経由領事官の名称，最終住所及び生年月日を記

載した書面を次のとおり縦覧に供する。

平成１６年５月２６日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

１ 縦覧の期間 平成１６年６月３日から

平成１６年６月７日まで

２ 縦覧の場所 新潟市役所本館１階警備室

根拠法令 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３０条

の７第１項

農業委員会公示

新潟市農業委員会公示第８号

５月定例農地部会の招集について

新潟市農業委員会５月定例農地部会を下記のとおり招

集する。

平成１６年５月２４日

新潟市農業委員会

農地部会長 近 藤 武 正

記

１ 日 時 平成１６年５月３１日（月）午後２時

２ 場 所 新潟市役所 第２分館４階

２－４０１会議室

３ 会議に付すべき案件

議案第３１号 農地法第３条許可申請に関する処分決定

について

議案第３２号 農地法第５条許可申請に関する意見決定

について

議案第３３号 相続税の納税猶予に関する適格者証明願

の処分決定について

8 平成１６年６月１５日 第７３６号 新 潟 市 公 報



水道局告示

新潟市水道局告示第８号

新潟市指定給水装置工事事業者の指定について

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２５条の３第１項の規

定により，下記のとおり新潟市指定給水装置工事事業者

に指定したので同条第２項の規定により告示します。

平成１６年５月１１日

新潟市水道事業管理者

局 長 長谷川 守

記

１ 指定番号及び指定工事事業者名

第３５０号 株式会社寺澤設備

第３５１号 佐藤建設株式会社

２ 指定年月日 平成１６年４月２７日

新潟市水道局告示第９号

新潟市指定給水装置工事事業者の事業の廃止に

ついて

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２５条の７の規定によ

り，下記の新潟市指定給水装置工事事業者より給水装置

工事の事業の廃止について届出がありましたので，新潟

市指定給水装置工事事業者規程第１０条により告示しま

す。

平成１６年５月２１日

新潟市水道事業管理者

局 長 長谷川 守

記

１ 指定番号及び指定工事事業者名

第１０１号 高野設備㈱

２ 廃止年月日 平成１６年１月２２日

辞 令

市長事務部局

５月１日

技 師 古 川 浩 一（市民病院診療部消化器科副部長）

兼ねて市民病院救命救急センター長を命ずる

技 師 渡 辺 徹（市民病院診療部小児科副部長）

市民病院教育研修部教育研修室兼務を免ずる

市民病院教育研修部教育研修室長を命ずる

兼ねて市民病院診療部小児科副部長を命ずる

技 師 矢 部 正 浩（市民病院診療部総合診療科医長）

兼ねて市民病院教育研修部教育研修室勤務を命ずる

和 栗 暢 生

新潟市技師に任命する

市民病院診療部消化器科医長を命ずる

５月１０日

技 師 小 林 久 雄（下水道建設課長）

「死亡」す

５月２４日

主 事 見 田 栄 洋（下 水 道 部 長）

都市整備局下水道部下水道建設課長事務取扱を命ずる
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